
公共施設・民間建築物の屋上緑化推進の概要について 
１ 屋上緑化推進の経緯 

墨田区の緑は、関東大震災と戦災の２度の被害に加え、その後の工業を中心とした都市化の進行に伴

い、区内の緑の大部分は失われた。そのため、昭和４７年に２３区で唯一緑化宣言を行うとともに、翌

年には、宣言の実現のために「墨田区の緑化の推進に関する要綱」を定めた。 
その後、地上部の緑化に加えて建物の屋上を緑化することにより、建物の冷房負荷の低減や都市のヒ

ートアイランド現象の緩和に効果があることから、平成１３年度に庁舎４階とリバーサイドホール屋上

に「屋上緑化見本コーナー（約８００㎡）」を設置し、区民に対するＰＲを開始した。さらに、平成１５

年度には「墨田区の緑化の推進に関する要綱」を改正して屋上緑化に対する助成の規定を加えるととも

に、新たに墨田区屋上等・壁面緑化整備補助金交付要綱を策定して民間建築物に対する助成事業を開始

した。 
また、平成７年度からは「墨田区良好な建築物と市街地の形成に関する指導要綱」及び、平成２０年

度からは「墨田区集合住宅の建築に係る居住環境の整備及び管理に関する条例」に基づく指導を開始し

た。 
２ 制度の概要 
（１）公共施設 

学校など公共施設で新築・改築を行う場合は「東京における自然の保護と回復に関する条例」によ

り屋上緑化が義務づけられており、公共施設の屋上緑化は毎年１箇所づつ実施している。既存の施設

に設置した屋上緑化は次のとおりである。 
年  度 場  所 屋上緑化面積（㎡） 
１６ 鐘ヶ淵北保育園 ２４．０ 
１７ 寺島保育園 ２２．０ 
１８ はなみずきホーム １３０．５ 
１９ 緑小学校 １６９．０ 
２０ 押上小学校 ２７．０ 
２１ 立花吾嬬の森小学校 ４２．０ 

（２）民間建築物  
  ① 要綱・条例に基づく屋上緑化 
    集合住宅建設事業・大規模建築物建設事業等を行うものに対し、「墨田区集合住宅の建築に係る居

住環境の整備及び管理に関する条例」及び「墨田区良好な建築物と市街地の形成に関する指導要綱」

で、屋上緑化の指導を行っている。（要綱･条例の該当事業（住戸数が 15 戸以上または地上５階以上

の集合住宅、または延べ床面積が１，０００㎡以上の建築物など）のうち、敷地面積が３００㎡以

上の事業に対し、屋上面積の２０％以上の緑地整備を指導している。） 
年  度 件  数 屋上緑化面積（㎡） 
１６ ３８ ２，６５９．８６ 
１７ ５３ ４，５１９．８２ 
１８ ７１ ４，０９０．００ 
１９ ５１ ８，４５８．４４ 
２０ ３４ ３，０２１．６９ 
２１ ３１ １，２５４．６８ 
計 ２７８ ２４，００４．４９ 
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  ② 助成制度に基づく屋上緑化 
    墨田区屋上等・壁面緑化整備補助金交付要綱に基づき、新たに屋上緑化を行う建築物の所有者に

対し、１㎡あたり１万円か工事費の半額で、少ない額（限度額４０万円）を助成している。 
年  度 件  数 面積（㎡） 
１６ ７ ２０２ 
１７ ５ １９０ 
１８ ５ １８１ 
１９ ２ ５３ 
２０ １１ ５３６ 
２１ ５ １２４ 
計 ３５ １，２８６ 

３ 予算等の概算 
  １８年度 当初予算 ２，２００千円 決算 １，４４０千円 助成件数  ５件 
  １９年度 当初予算 １，７００千円 決算   ５００千円 助成件数  ２件 
  ２０年度 当初予算 ３，５２０千円 決算 ３，４４０千円 助成件数 １１件 
  ２１年度 当初予算 ２，９００千円 決算 １，２２０千円 助成件数  ５件 
４ 成果 
  平成２１年度の「墨田区緑と生物の現況調査」では、屋上に緑地を有する建物は、区内に２，４４８

箇所あり、その総面積は４．９ｈａで、１箇所あたりの平均面積は２０．２㎡である。屋上緑化面積の

規模別では、全体の約９割が５０㎡未満で、１００㎡以上は５７箇所で、３００㎡以上の大規模な屋上

緑化は９箇所である。 
５ 今後の取組み 

平成２１年度に行った「墨田区緑と生物の現況調査」でも、屋上緑地を有する建物数は全体の８割以 
上が住宅系であることから、今後は住宅系屋上緑化の一層の促進とともに、業務系についても屋上緑化

の必要性の理解を求め、その推進を図る。 
（１） 緑の基本計画の改定に併せた検討 

中間目標年度が平成２２年度である「墨田区緑の基本計画」の改定に併せ、屋上緑化の取り組み 
について検討を行っていく。 

（２）集合住宅条例・開発指導要綱による指導の強化 
   集合住宅条例や開発指導要綱の基準を上回るように指導を強化する。 
（３）屋上緑化に関するＰＲの拡大 

  屋上緑化見本コーナーやホームページを効果的に活用し、造園業者等の協力を得ながら講習会を開

催して屋上緑化のＰＲに努める。 



 

 

地球温暖化防止設備導入助成事業の概要について 

 

１ 制度の経過 

  平成 20 年 3 月墨田区地球温暖化対策地域推進計画を策定した。計画期間は、20 年度から 27 年度

の 8 年間である。計画では 27 年度までに基準年度（2 年度）に対して温室効果ガス排出量の８％削減

を目標とし、そのために区民・事業者・滞在者・区の取るべき行動を示し、さらにその行動を支援する

区の施策について掲載している。特に力をいれるべき施策として、10 施策の CO2 削減重点プロジェク

トを掲げ、その一つとして地球温暖化防止設備の導入支援を定めた。 

  この支援策として、20 年 7 月から要綱に基づき、地球温暖化防止設備導入助成事業を開始した。ま

た、21 年 3 月から国が太陽光発電、4 月から東京都が太陽光発電及び太陽熱温水器の補助を開始し

た。申請窓口は、区・都・国別々である。 

２ 制度の概要 

(1) 申請者 

区内にある建物の所有者（個人、マンション管理組合、中小企業者等） 

(2) 助成対象 

太陽光発電システム、太陽熱温水器、遮熱塗装、断熱リフォーム、高効率給湯器 

(3) 対象別助成金額 

別紙のとおり。 

※ 太陽光発電については、1ｋＷあたり、区と都は 10 万円、国は 7 万円である。 

一戸あたりの補助限度額は、区は 50 万円、都は 100 万円、国は 70 万円である。 

３ 予算等の概算 

  20 年度 当初予算 1,000 万円 補正予算 1,000 万円  計 2,000 万円 

決    算 1,106 万円 

助成件数 145 件（うち太陽光発電 15 世帯） 

  21 年度 当初予算 2,000 万円 補正予算 800 万円 予備費 200 万円 計 3,000 万円 

決    算 2,974 万円 

助成件数 308 件（うち太陽光発電 63 世帯） 

  22 年度 当初予算 3,000 万円   

（7 月現在）予算残額 2,000 万円 

申請件数 84 件（うち太陽光発電 14 世帯） 

４ 成果及び今後の取組み 

計画では、主として太陽光発電システムの導入について区内 10,000ｋＷ（3,000 世帯）を目安とし、う

ち意識調査から 12％程度が助成対象と推計し 1,200ｋＷ（360 世帯）を導入目標とする。年あたり 45 世

帯である。太陽光発電の助成実績をみると年平均約 40 世帯ほどであり、導入目標の 45 世帯に近い実

績を残してきた。今後も導入目標の達成に向け、本事業の充実、強化を図っていく。 

  

地球温暖化啓発助成事業 
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雨水利用推進事業の概要について 
 
１ 理由・経緯 

墨田区では、次の理由で雨水利用に取り組んできた。 
①トイレ洗浄水等に雨水を活用することは、水資源の有効利用の観点から有意義であること。 
②雨水を一時的に貯留し下水道に対する負荷を軽減し、下水の氾濫防止を図ることは、都市型洪水の防

止につながること。 
③災害時には、貯めた雨水は非常用の生活用水等として活用することができ、防災対策としても有効であ

ること。 
 昭和 57 年度：職員提案を受け、区長の指示により区役所内部で雨水利用の検討が始まる。この検討結果を

受け、両国国技館に申し入れを行い、1,000 ㎥の雨水貯留槽が導入されることとなった。（60
年竣工） 

   58 年度：墨田区の初めての雨水利用施設である外手児童館竣工 
   63 年度：一寺言問防災まちづくりの中で生み出された路地尊の 2 号基に雨水利用を導入 

平成６年度：雨水利用東京国際会議開催 
７年度：雨水利用推進指針策定、雨水利用促進助成制度発足、「墨田区良好な建築物と市街地の形成

に関する指導要綱」による指導開始 
   ８年度：雨水利用自治体担当者連絡会発足 
   12 年度：国際環境自治体協議会（ICLEI）の国際自治体環境賞優秀賞を受賞 
   13 年度：すみだ環境ふれあい館内に雨水資料室開設 
   20 年度：「墨田区集合住宅の建築に係る居住環境の整備及び管理に関する条例・同施行規則」による指

導開始 
雨水ネットワーク会議設立 
 

２ 事業の概要 
（１）雨水利用促進助成 
 ① 地中梁方式貯留槽（有効貯水量５㎥以上の雨水タンク）   助成限度額 100 万円 
   １㎥当たり 4 万円   
 ② 中規模貯留槽（１㎥以上の雨水タンク）   助成限度額 30 万円 
   繊維強化プラスチック又はステンレス製のもの １㎥当たり 12 万円 
   高密度ポリエチレン製のもの １㎥当たり 4 万 5 千円 
 ③ 小規模貯留槽（１㎥未満の雨水タンク）   助成限度額 4 万円 
   雨水タンクの価格の 1/2（区指定のものに限る） 
  ※条例・要綱に基づく物件については助成対象外としている。 
（２）条例・要綱による指導 

条例（住戸数 15 戸以上、延床面積 1,000 ㎡以上、５階建てのいずれかに該当する物件）及び要綱（集
合住宅条例に該当しない延床面積 1,000 ㎡以上の大規模建築物建設事業等）に該当するものについて
次の指導を行なっている。 

   ○敷地面積 500 ㎡以上の場合：雨水利用及び浸透舗装 
○敷地面積 500 ㎡未満の場合：浸透舗装 

（３）雨水利用の普及啓発 
   雨水資料室の展示等を通して雨水利用の普及啓発を図る。また、市民団体等との協力・連携により雨水

利用の普及啓発を図る。 
 
３ 平成 22 年度予算（2,593 千円） 

雨水利用促進助成金（2,000 千円）、雨水ネットワーク会議全国大会等参加旅費（179 千円）ほか 
 

４ 実績 
  墨田区内の雨水利用施設（小規模貯留槽除く）：平成 22 年 8 月１日現在 
   施設数：188 件（区施設 24 件、都施設他 6 件、民間施設 137 件、路地尊 21 件） 
   総貯留槽容量：15,574 ㎥ 
  助成実績（平成７年 10 月～22 年 8 月合計） 

272 件（地中梁方式 30 件、中規模貯留槽 13 件、小規模貯留槽 229 件） 
  過去３年の助成実績 
   平成 19 年度 ７件（地中梁方式 0 件、中規模貯留槽 0 件、小規模貯留槽 7 件） 
     20 年度 15 件（地中梁方式 1 件、中規模貯留槽 1 件、小規模貯留槽 13 件） 
     21 年度 9 件（地中梁方式 0 件、中規模貯留槽 1 件、小規模貯留槽 8 件） 

雨水利用推進事業 



 

 

 

資源回収事業（集積所回収）の概要について 
 
１ 事業開始の経緯及びその概要について 
  廃棄物の処理及び清掃に関する法律、墨田区廃棄物の減量及び処理に関する条例、容器包装

リサイクル法等の趣旨に則り、資源回収事業が開始された。 
具体的には、平成９年４月、東京都が各区において、特に対応が急がれるペットボトルの店

頭回収（東京ルールⅢ）を開始、平成１２年２月からは、びん、缶、古紙の資源物を行政が回

収する取り組み（東京ルールⅠ）として、墨田区では週３回行っていた可燃ごみ収集のうち、

１回を古紙回収として資源回収の日に割り当てることとした。 
  平成１２年４月、東京都から区へ清掃事業が移管されたことに伴い、古紙回収事業において

も、区が回収することとなった。平成１８年１０月からは資源物回収品目を拡充し、びん・缶・

ペットボトルの回収を開始した。このことに伴い、墨田区多層型資源回収システム推進要綱を

墨田区資源回収システム推進要綱に改め、びん・缶を町会・自治会単位で回収する分別回収事

業を廃止するとともに、資源・ごみ集積所回収を資源回収システムに組み入れた。 
平成１９年７月から廃プラスチック類を焼却し、熱として回収するサーマルリサイクルモデ

ル地域の開始に併せて、発泡スチロール製食品トレー回収も開始し、平成２０年１０月から区

内全域で実施した。 
   
２ 資源回収事業（集積所回収）内容について 
（１）回収方法 
   区内を６分割し、当該地域を週１回、資源・ごみ集積所に排出された特定資源物を回収 

回収曜日 対象地域 
月曜日 立花、東墨田、文花２～３丁目、八広１～５丁目 
火曜日 両国、亀沢、石原、横網、千歳、緑、立川 

水曜日 押上、京島、本所３～４丁目、東駒形３～４丁目、業平、文花１丁

目 
木曜日 堤通２丁目、東向島４～６丁目、墨田、八広６丁目 
金曜日 太平、横川、菊川、江東橋、錦糸 

土曜日 本所１～２丁目、東駒形１～２丁目、東向島１～３丁目、吾妻橋 
向島、堤通１丁目 

 
（２）回収品目（特定資源物）及び排出方法 

回収品目 排出方法 
古紙（新聞・雑誌・段ボール等） ひもなどで縛って 

びん 黄色の回収用コンテナに投入 
缶 青色の回収用コンテナに投入 

ペットボトル 緑色の回収用袋式ネットに投入 
発泡スチロール製食品トレ

ー 
（一般集積所）中身の見える袋に入れて 
（ﾏﾝｼｮﾝ等預かり集積所）黄色の回収用袋式ネットに投入 

 
（３）回収業務委託内容 

回収品目 回収車両車種及び台数 契約金額（税込） 委託事業者 

古紙 普通貨物車５台 約 5,921 万円 Ｒ団連すみだ 
リサイクル協同組合 

資源回収事業（集積所回収） 



 

 

びん・缶 普通貨物車９台 
軽小型車１台（週４日） 約 11,015 万円 墨田リサイクル 

事業協同組合 

ペットボトル 小型プレス車３台 
軽小型車１台 約 5,627 万円 

発泡スチロール製  
食品トレー 

普通貨物車５台 
軽小型車１台（週３日） 約 6,962 万円 

東京都環境衛生事業 
協同組合墨田区支部 

 
 
（４）回収容器配布業務委託内容 
   回収曜日前日にびん・缶回収用コンテナ及びペットボトル回収用袋式ネットを配布 
   ア 配布車両車種及び台数：普通貨物車４台 

イ 契約金額：約４，６５８万円 
ウ 委託事業者：墨田リサイクル事業協同組合 

 
 
（５）資源化業務委託内容 

資源化品目 資源化処理内容 契約内容（税込） 委託事業者 

古紙 

回収した古紙（新聞・雑

誌・段ボール・紙パック・

厚紙・包装紙）を再資源化

するため、紐切り、禁忌品

等の取除き、品目ごとの選

別、保管等、高品質化する 

@3.15 円／kg Ｒ団連すみだ 
リサイクル協同組合 

びん・缶 

回収したびん・缶を再資源

化するため、禁忌品等の取

除き、品目ごとに選別、保

管、高品質化する 

（びん）@17 円／

kg 
（缶）@11 円／kg 

墨田リサイクル 
事業協同組合 

カレット 
回収した活きびん以外の

びんについて、カレット処

理する 

（茶）@0.3／kg 
（緑）@2.2／kg 
（白）無償 

中村ガラス㈱ 

ペットボトル 

回収されたペットボトル

を再資源化するため、圧

縮、梱包、保管、高品質化

する 
@31.5 円／kg 大谷清運㈱ 

発泡スチロール製  
食品トレー 

（受入選別） 

搬入したトレーを受け入

れ、白色トレーと色・柄付

トレーに選別する 

@360 円／kg 

色・柄付食品トレー 
（資源化処理） 

色・柄付のものについて

は、加熱し、固形化処理を

行う 

@90 円／kg 

白色トレー 
（保管） 

回収し、選別を終えた発泡

スチロール製白色食品ト

レーを、指定の引き取り先

に引き渡すまでの間、保管

を行う 

@115,500 円／月 

高嶺清掃㈱ 



 

 

白色トレー 
（搬出作業） 

指定袋で適正に保管され

ていた白色トレーを保管

袋のまま搬出車両へ積み

込む 

@5,775 円／回 

白色トレー 再商品化処理 @53.2×3%／kg 
公益財団法人日本容

器包装リサイクル協

会 
 
３ 資源回収実績について                        単位：ｔ 

  平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 
古紙 ２，２７３ ３，９８３ ２，９９７ ２，６８９ 
びん・缶 １，０５８ ２，３２８ ２，６９７ ２，９５７ 
ペットボトル ２３６ ６７６ ７８５ ８５５ 
発泡ｽﾁﾛｰﾙ製食品ﾄﾚｰ  ２ １９ ３２ 

合計 ３，５６７ ６，９８９ ６，４９８ ６，５３３ 
※平成１８年度実績値は、平成１８年１０月からの数値である。食品トレーは平成２０年１

０月から区内全域実施 
 
   平成２０年度における古紙回収量の大幅な減少は、平成２０年９月に米国を端に発した問

題が世界的な金融危機の混乱に発展し、景気後退入りしたことに伴う買い控え、企業努力によ

る古紙製品の軽量化、及び持ち去りによる影響が重なったことが主な原因と考えている。また、

びん・缶の回収量増加についても景気後退の影響により、ライフスタイルの変化、いわゆる『巣

篭もり』による家庭内の飲食増加も原因の一つと考えている。 
 
４ 今後の取り組み（課題）について 
  都心回帰による人口増加及び東京スカイツリー完成による来街者の増加に伴い、今後、廃棄

物及び資源物の増加が想定される中、墨田区一般廃棄物基本計画における平成２７年度資源化

率目標２０パーセントを達成するためには、今以上に、区民及び事業者の方々と協働で廃棄物

の発生抑制、廃棄物の適正処理、廃棄物の減量及びリサイクルを推進していく必要がある。ま

た、容器包装リサイクル対象品目の拡充を検討するとともに継続的な処理ルートの見直し及び

経費の削減を図ることも課題である。 
 
 



別紙 

 

１ 資源回収経費の推移 1 トン当たりの経費 （単位、千円） 

年

度 

拠点回収 

（乾電池） 
廃食油 

ペット 

（店頭） 
古紙 

びん・

缶 

ペット

ボトル 

カレッ

ト 

トレー

（白・色

付き） 

行政回収

計※ 

１９ 125 46 210 17 46 111 0.11 5,562 52 

２０ 108 48 225 24 48 106 0.10 3,850 60 

２１ 155 56 251 25 57 100 0.18 4,188 67 

 ※行政回収の１ｔあたりの算出は、各年度の合計額を下記の回収量で割ったものである。 
行政回収計量 19 年度 7,114 t 20 年度 6,619 t 21 年度 6,647 t 

 
２ 委託費等と資源売却費  単位：千円 

年度 内訳 古紙 びん・缶 ペット 合計 

売却料 33,058 7,966 24,900 65,924 
19 

経費―売却料 36,306 100,232 50,037 ※ 304,518 

売却料 33,118 7,456 983 41,557 
20 

経費―売却料 37,656 122,301 81,926 ※ 357,184 

売却料 16,325 9,069 0 25,394 
21 

経費―売却料 50,982 126,281 85,745  ※ 417,875 
   ※ 資源回収総経費から売却料を差し引いた数字を示す。 

別紙資料 



 

 

 

資源物持ち去り及び不法投棄防止対策の概要について 
 
１ 資源物持ち去りにおける条例改正の経緯及びその概要 
（１） 条例改正の経緯 

集積所における古紙等の資源物持ち去り対策として、「墨田区廃棄物の減量及び処理に関す

る条例」に基づき、平成１５年度より職員によるパトロール等の取組みを始めた。平成１７

年度より警備会社によるパトロール等の本格的な取組みを開始したが、抜本的な解決には至

らなかった。 
その後、古紙等の価格上昇に伴う資源物持ち去り行為者の増加やそれに対する社会的な関

心の高まりを背景に、平成１８年１０月に「墨田区廃棄物の減量及び処理に関する条例」を

一部改正し、区の指定業者以外の者による収集・運搬禁止を規定した。平成２２年６月には、

条例をさらに一部改正し、同年１０月より罰則規定の適用を開始する。また、平成２２年度

からは古紙回収業者によるパトロール及び早朝回収を行っている。 
（２） 条例改正の概要 

[平成１８年１０月改正内容] 
ア 集積所に持ち出された資源は区の所有物であることの規定を追加する。 
イ 区指定の事業者以外の者が資源を収集運搬することを禁止する規定を追加する。 
[平成２２年６月改正内容] 
ア 家庭廃棄物等及び資源・ごみ集積所の定義規定を追加する。 
イ 資源・ごみ集積所の設置などに関する規定を追加する。 
ウ 資源物の収集又は運搬を区長が指定する事業者以外の者が行った場合、当該行為を行

わないよう命ずることができる規定を追加する。 
エ ウの命令に違反した者を２０万円以下の罰金に処する旨の規定を追加する。 
オ 資源物の所有権の規定を削除する。 

 
２ 不法投棄防止対策の経緯及びその概要 
  「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び「墨田区廃棄物の減量及び処理に関する条例」

に基づき、不法投棄防止対策を講じている。平成１７年度より、資源物持ち去り防止対策と合

わせた委託業者によるパトロールを行っている。その外に、職員によるパトロールやすみだリ

サイクル清掃地域推進委員によるパトロールを実施している。 
 
３ 資源物持ち去り及び不法投棄に対する区の主な取組み 
  [共通事項] 

（１）職員によるパトロールの実施 
[資源物持ち去り] 
Ｈ１５～Ｈ１８年度 各年度延べ６～１２日間 
Ｈ１９～Ｈ２１年度 各年度延べ２４～２６日間 
[不法投棄]（直近３年間分） 
Ｈ１９～Ｈ２１年度 各年度２～３日間 

（２）委託業者によるパトロールの実施（資源回収日毎日） 
Ｈ１７～Ｈ２１年度 警備会社によるパトロール 
Ｈ２２年度      古紙回収業者によるパトロール及び早朝回収 

資源回収事業（持ち去り及び不法投棄防止対策事業） 



 

 

 
 

[資源物持ち去り] 
（１）看板やコンテナへの表示 

条例の禁止規定に基づき、集積所看板や資源物回収用コンテナに持ち去り行為が条例

違反であることを表示している。 
（２）区民への協力呼び掛け 

資源物持ち去り防止用品（防止シート、防止シール、新聞専用回収袋）及び町会向け

のチラシを配布し、区民への協力を呼び掛けている。 
 [不法投棄] 
 （１）職員によるパトロール 

毎年６月頃の「全国ごみ不法投棄監視ウィーク」に合わせ、すみだ清掃事務所、道路

公園課と合同で行っている。 
（２）すみだリサイクル清掃地域推進委員によるパトロール 

毎年１２月に各委員の所属する町会・自治会の区域内において実施している。 
 
４ 取組みの成果 
  特に持ち去り行為の多く見られる古紙における回収量減に歯止めをかけるため、平成２２年

４月より古紙回収業者によるパトロール及び早朝回収を開始した。新聞の回収量において、前

年同月比で４月は２５％増、５月は２２％増、６月は１８％増となり、一定の成果が表れつつ

ある。 
 
５ 今後の課題等について 

今年度１０月より罰則規定の適用を開始するにあたり、区民及び持ち去り行為者に対し、十

分な周知活動を行う必要がある。そのうえで、持ち去り行為者への警告や指導を行い、禁止命

令違反者には告発も視野に入れて対応を行う。それらにより持ち去り行為を撲滅させ、資源物

の回収量の向上及び区民の行政に対する信頼を確保していく。 



粗大ごみ収集・運搬の概要について 

 

１ 事業開始の経緯及びその概要について 

墨田区廃棄物の減量及び処理に関する条例に基づく事業である。昭和４６年、東京都が粗大ごみの収集

を開始し、平成１２年４月に東京都から移管された。 平成１８年７月になって、粗大ごみの日曜収集業務の民

間委託と日曜持込分の受付を新たに区が実施し、平成２０年４月からは民間事業者に全面委託した。なお、

収集の受付業務は、（財）東京都環境整備公社が運営する「粗大ごみ受付センター」に委託している。粗大

ごみ収集・運搬等（付帯事務及び日曜持込分の受領業務を含む）の業務委託により、区が直営で実施する

よりも経費を節減するとともに、日曜収集を可能とし申込みから収集までにかかる期間をできる限り短縮して

区民サービスの向上を図っている。 

 

２ 事業内容について 

家庭から排出される粗大ごみの収集・運搬等を受付から１週間で行うことように東京都環境衛生事業協同

組合墨田区支部に委託している。申込者は、粗大ごみの種類に応じた額の「粗大ごみ処理券」を購入し、粗

大ごみに貼付して指定された日に排出し、受託者が収集して中央防波堤処理施設に運搬・搬入している。ま

た、受託者は付帯する事務として、粗大収集に係る苦情受付、日曜日における持込受領業務等を行ってい

る。 

 

３ 粗大ごみ事業実績について 

① 粗大ごみ処理券歳入状況 

  

 

 

 

② 粗大ごみ処理件数状況 

年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

処理件数（件） ３４,５０５ ３５,４３５ ４０,４０６ ４３,１８１ 

 

４ 今後の取組（課題）について 

申込みから収集までの期間を１週間と設定しているが、大掃除、転勤、転居などで申込み件数が多い時に

は達成できていないこともある。しかし、粗大ごみの収集件数は年々増加する傾向にあるため、限られた経

費で受付から収集までの期間を維持・短縮するように委託業者を指導していく必要がある。 

年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

手数料歳入金額 38,425,726 円 37,496,183 円 41,525,891 円 51,983,800 円 

粗大ごみ収集・運搬 




